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【韓国】 居住基本法の制定―住宅政策の転換― 
海外立法情報課 藤原 夏人 

 

＊従来の供給中心の住宅政策に代わる新たな居住政策の枠組みを定めるため、2015 年 6 月

22 日、「居住基本法」が公布された。同年 12 月 23 日に施行される。 

 

 

1 背景及び経緯 

韓国の住宅普及率（1 人世帯含む）は、2008 年に 100%を突破した。「2014 年度住居実態

調査」（以下「2014 年調査」）によると、住宅所有率は 58%に達している。一方、近年、民

間賃貸住宅の賃貸料が高騰し、居住者の生活を圧迫している。政府は公共賃貸住宅の供給

を推進しているが、2014 年現在の公共賃貸住宅の全住宅に占める割合は 5.5%にとどまっ

ている。また、2014 年調査によると、改善は見られるものの、現在も全世帯の 5.3%に当

たる 98 万世帯が、住宅法に規定する「最低居住基準」未満の住環境で生活している。  

これまでの韓国の住宅政策は住宅の供給が中心であり、住宅政策の基本法の役割を果た

してきた住宅法の規定も、住宅の建設、供給に関する規定が中心となっていた。しかし、

絶対的な住居不足の解消や、少子高齢化の進展、1 人世帯の増加等の社会構造の変化に伴

い、住宅政策を居住福祉の観点から見直す動きが広がった。居住者のニーズに合わせた住

環境の整備や、社会的弱者に対するきめ細かい支援の必要性が提起され、国会においても

「居住福祉基本法案」（2012 年 11 月）等の関連法案が議員立法により提出された。  

2014 年 12 月 29 日、「庶民居住福祉特別委員会構成（設置）案」が国会本会議で可決さ

れ、同特別委員会において、今後の住宅政策の枠組みを定める新しい基本法の制定が議論

された。同特別委員会での議論を経て関連法案が「居住基本法案」として一本化され、2015

年 5 月 28 日、国会本会議で可決された。  

 

2 居住基本法の概要 

 居住基本法は住宅法上の「住宅政策」に代わる新たな「居住政策（注 1）」の基本法とし

て制定され、本則 25 か条、附則 7 か条から成る。居住政策に関して他の法律を制定又は改

正するときは、居住基本法の規定との合致を要する（第 4 条）。概要は次のとおりである。 

(1) 居住権（第 2 条）  

 国民が快適で安定的な住環境において人間らしい居住生活を送る権利が明記された。 

(2) 居住政策の基本原則（第 3 条） 

 居住権を保障するため、国及び地方公共団体に対し、以下の①～⑨の基本原則に基づい

た居住政策の策定・実施が義務付けられた。①所得水準、ライフサイクル等に応じた住宅

供給及び住居費支援を通じた、国民の負担が可能な住居費水準の維持、②居住福祉需要に

基づく賃貸住宅の優先供給及び住居費の優先支援を通じた低所得層等の居住水準向上、③

良質な住宅建設の促進及び賃貸住宅の供給拡大、④住宅の体系的かつ効率的な供給、⑤住

宅の快適で安全な管理、⑥住環境整備、老朽住宅改良等を通じた居住水準向上、⑦障害者、
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高齢者等の居住弱者が安全で便利な居住生活を送るための支援、⑧少子高齢化、生活様式

多様化等の長期的な社会的・経済的変化に先んじた対応、⑨住宅市場が正常に機能し関連

住宅産業が健全に発展するように誘導すること。 

(3) 居住総合計画の策定（第 5 条） 

 住宅法上の「住宅総合計画」に代わり、国土交通部長官（部は省に相当、以下「長官」）

が「居住総合計画」（10 年ごと及び毎年の 2 種）を策定・実施することが定められた。  

(4) 居住政策審議委員会（第 8 条） 

 住宅法上の「住宅政策審議委員会」に代わり、長官を委員長とする「居住政策審議委員

会」が国土交通部に設置されることが定められた。同委員会は居住総合計画の策定及び変

更その他居住政策等に関する重要事項を審議する。  

(5) 居住環境の整備等（第 14 条） 

 国及び地方公共団体に対し、居住環境の整備や老朽住宅の改良により、住民の生活の質

が改善されるよう支援することが義務付けられた。 

(6) 居住弱者支援（第 16 条） 

 国又は地方公共団体に対し、障害者、高齢者等の居住弱者が、安全で便利な居住生活を

営むことができるよう支援する義務が定められた。 

(7) 最低居住基準（第 17 条）及び誘導居住基準の設定（第 19 条） 

従来の最低居住基準に加え、新たに「誘導居住基準」（国民の居住水準向上を誘導する

ための指標）の設定に関する事項が規定された。最低居住基準及び誘導居住基準の設定及

び変更は、居住政策審議委員会で審議され、居住総合計画にも盛り込まれる。 

(8) 最低居住基準未満の世帯に対する優先支援等（第 18 条） 

 国及び地方公共団体は、最低居住基準未満の世帯に対し、優先的に住宅を供給したり、

改良資金を支援することができることが定められた。また、長官は住宅建設に関する許認

可等に際し、当該建設事業の内容が最低居住基準未満となる場合は、基準に合うよう是正

させる等の必要な措置を講じなければならない（都心の 1 人世帯用住宅等は除く）。  

(9) 居住福祉センター、情報システム及び専門人材（第 22 条～第 24 条） 

 国及び地方公共団体に対し、情報提供や相談等を行う居住福祉センターの設置や、専門

人材養成のための教育支援ができることが定められた。また、長官に対し、国民が居住福

祉政策に関する情報を得やすいよう、情報システムを構築・運用できることが定められた。 

 

注  

(1) 居住基本法において「居住」と訳出した箇所は、原文ではいずれも「住居」である。 
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